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Ⅴ まとめと課題  

 本研究では、将来的な「スポーツの場」の情報一元化に向け、どのような施設が文部

科学省（スポーツ庁）の実施する現状の調査から漏れているかを事例的に確認し、施設

統計調査の手法等に対して示唆を行うための基礎資料を収集するとともに、先進事例を

もとに、スポーツ施設の情報を効率的・効果的に収集・公開・更新する方法を検討する

ことを目的として実施した。その結果、国内事例調査においては、調査対象とした基礎

自治体（市）では「ヨーガ」や「ダンス」といったエクササイズ系の種目が市民文化系

施設、産業系施設、保健・福祉施設で実施が可能であり、広域自治体（県）では、5 施

設のみではあったが、「野球」「ダンス（社交ダンス・フラダンス・エアロビックダンス

など）」「相撲」といった種目において一般市民の利用が可能な施設での実施が確認され

た。いずれの調査でもエクササイズ系の種目があげられており、今後の調査での実態把

握の必要性が明らかになったとともに、スポーツ実施率の向上のための有力な種目であ

ると考えられる。 

海外事例調査においては、フランス、フィンランドともに、公共スポーツ施設情報公

開ウェブサイトは地方自治体担当者の予算作成や政策立案時の活用を目的としており、

一般市民対象ではないことが明らかとなった。なお、いずれも国の資金を活用している。

また、マニュアルを作成したり、場合によっては直接レクチャーしたりするなどで地方

自治体の職員や調査員が情報収集等をスムーズに行えるようにしていた。 

わが国への助言として、情報収集・更新システム構築のための目的、ターゲットを明

確に設定すること、プロジェクト開始段階からスポーツ施設を詳細に定義付けすること

があげられ、その上で、更新者や更新頻度、更新情報の詳細などを決定する必要がある。

さらに、情報収集を担当する自治体担当者や施設所有者がメリットを感じられるような

体制の構築も求められる。 

 本研究の課題として、国内事例調査では、施設を所管する部署の県・市の職員に回答

を求めたため、その公共施設で実施されているすべての運動やスポーツについての情報

が得られたわけではない点があげられる。「スポーツの場」の情報を一元化していくた

めには、どの施設でどのようなスポーツが実施されているかを正確に把握する必要があ

るため、調査方法については引き続き検討する必要があるだろう。また、海外事例調査

では、対象とした 2 つの国ともに一般市民のスポーツ実施のための施設情報公開シス

テムではない点があげられる。情報の収集方法や施設の種別定義などを参考にしつつ

も、一般市民の利用率向上、スポーツ実施率の向上に寄与できるわが国独自のスポーツ

施設の情報公開システムの構築を検討する必要性があると考えられる。こうした課題を

踏まえ、引き続きスポーツ施設の情報収集、更新、公開についての研究を進めていきた

い。 
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